
 

 

 
 

 
 
 
 

平成 22 年度総務省税制改正要望の提出 
 
 
総務省は、税制調査会の指示を受け、8 月末に提出した税制改

正要望の見直しを行い、10 月 30 日付で、別添の項目で提出いたし

ました。 

 

 
 
 

平成２１年１０月３０日 

 

 

 
連絡先： 
総務省 大臣官房企画課  
担当：吉田課長補佐、納富係長 

電 話：０３－５２５３－５１５８ 
ＦＡＸ：０３－５２５３－５１６０ 

 



平成 22年度総務省税制改正要望事項 
 

１ 情報通信関係 

○次世代ブロードバンド基盤整備促進税制〔地方税、延長・拡充〕 

○情報基盤強化税制〔国税・地方税、延長・拡充〕 

※試験研究費の額が増加した場合等の法人税額等の特別控除〔国税、延長〕 

※試験研究等を目的とする独立行政法人への寄付金に係る指定寄付金制度 

〔国税・地方税、新設〕 

※中小企業投資促進税制〔国税・地方税、延長〕 

※中小企業者等の試験研究費に係る特例措置〔地方税、延長〕 

※中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例〔国税・地

方税、延長〕 

※産業活力の再生及び産業活力の革新に関する特別措置法に基づく登録免許

税の特例措置〔国税、延長〕 

２ 郵政事業関係 

○郵便貯金銀行及び郵便保険会社が郵便局株式会社に業務委託する際に支払

う手数料に係る消費税の非課税措置〔国税、新設〕 

３ 地方自治関係 

○合併市町村における課税免除又は不均一課税等の特例措置の延長 

〔地方税、延長〕 

○過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の対象事業の拡充及び延長

〔国税、延長・拡充〕 

○過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置〔国税、延

長〕 

○非居住者等の受け取る振替地方債の利子に係る非課税手続の簡素化及び非

課税対象者等の拡充〔国税、拡充〕 

○非居住者等の受け取る振替地方公共団体金融機構債券等の利子等に係る非

課税制度の創設〔国税、拡充〕 

○地縁による団体（自治会・町内会等）に係る非課税措置の創設 

〔地方税、新設〕 

○地方独立行政法人に係る非課税措置の拡充〔地方税、拡充〕 

 

注：○は総務省単独要望又は他省庁との共同要望で総務省独自の要望部分があるもの。 

  ※は共同要望で総務省独自の要望部分がないもの。 

  

【別添】 



 

 

 

８月末に提出した要望からの主な変更点 

 

① 電気通信システム信頼性高度化促進税制〔地方税〕  

見直しの結果、今回は要望せず。 

② ＡＭラジオ放送機能維持税制の創設〔地方税〕 

見直しの結果、今回は要望せず。 

③ 地方独立行政法人に係る非課税措置の拡充〔地方税〕 

10 月 6 日から 13 日まで行ったホームページでの意見募集結果等を受け、

今回の要望に追加。 

④ 次世代ブロードバンド基盤整備促進税制〔地方税〕 

適用対象事業者を絞り込み。 
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